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     Prejudice against people with mental disorders is a persistent phenomenon. Inspired by 
Corrigan and Shapiro’s (2010) path model of cognition-emotion-behavior of stigma, we 
examined the effects of news stories on these three factors. A total of 125 university students 
responded to questions after reading one of three news articles excerpted from Corrigan et al. 
(2013): a story describing a patient recovering from a mental disorder, a story regarding the 
improvement of mental institutions, and a story about dental care (control condition). 
Structural equation modeling revealed that the recovery story (vs. the dental care story) 
increased positive perceptions of people with mental disorders (i.e., the sense that people with 
mental illness are as ordinary as those without it), leading to positive behavior (i.e., decreasing 
social distance). The mental institution story (vs. the dental care story) increased negative 
emotion and decreased positive emotion, but these emotions did not affect participants’ 
behavior. Although we did not find any significant paths from cognition to behavior through 
emotion, the current results suggested that perceived ordinariness may play an important role 
in the reduction of prejudice against people with mental illness. 
















































本研究では，精神障害者のスティグマ3に関する Corrigan & Shapiro (2010) のモデル (Figure 1) を









Corrigan et al.  (2002) は，社会的距離を縮めるためには認知にアプローチをすることが必要だと主































しかし，実際の精神障害者の犯罪率は極めて低い。2011 年版犯罪白書 (法務省法務総合研究所, 
2011) によると，精神障害者及び精神障害の疑いのある者による一般刑法犯検挙人数は，2010 年の
検挙人員総数 32 万 2620 人のうち 2882 人であり，その率は 0.9％である。これに対して，精神障害
者は 2011 年には 394 万人であり (法務省法務総合研究所, 2011)，およそ人口の 30 人に一人つまり
3.3%程度である。したがって，精神障害者と犯罪を短絡的に結び付けるのは適切ではないだろう。 
Corrigan, Powell, & Michaels (2013) は，精神障害者に関する新聞記事の影響について検討を行って
いる。この研究では，精神疾患に関する 2 つの新聞記事と，統制条件として歯科衛生に関する記事















本研究では，精神障害者に対する偏見を，Corrigan & Shapiro (2010) の精神障害者に対する認知・
感情・行動のモデルを基に，偏見のメカニズムを解明し，どのような要因が偏見や差別行動へとつ











参加者 広島大学の学生を対象とした。回答に不備のあった者等を除き，125 名 (男性 87 名，女性
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38 名，平均年齢 19.1 歳，SD = 1.13) を分析対象とした。 
実施時期 2015 年 7 月。 






立ち 3 週間前に実施した他の質問紙調査への回答を用いた4。 
質問項目 
認知 精神障害者に対する認知を測定するために，星越・洲脇・寛成 (1994) の使用した SD 法尺
度を利用した。この尺度は，星越らが大学生の持っている精神障害者に対するイメージを測定する
ために用いたものである。星越ら (1994) は 20 項目を用いていたが，本研究では参加者の負担を減
らすために，精神障害者に対するイメージを端的に，かつわかりやすく表していると考えられるも
のを計 9 項目選択した (Table 1 を参照)。回答は 7 段階尺度で求めた。 
感情 新聞記事を読んだ後の感情状態を測定するために，小川・門地・菊谷・鈴木 (2000) の一
般感情尺度を利用した。「肯定的感情」「否定的感情」「安静感情」の下位尺度のうち，否定的感情項
目 (8 項目：緊張した，恐ろしい，動揺した,うろたえた，そわそわした，びくびくした，驚いた，
どきどきした) と安静感情項目 (8 項目：平静な，ゆっくりした，静かな，ゆったりした，のどかな，
くつろいだ，のんきな，平穏な) を用いた。愉快な，やる気に満ちた，のような肯定的感情は，精
神障害者へのネガティブな感情を扱う本研究の目的にそぐわないと判断し，使用しなかった。回答
は「1.全く当てはまらない」から「7.非常にあてはまる」の 7 件法で求めた。 
行動 精神障害者に対する社会的距離を測定するために，浅井 (1997) の精神障害者に対する受








認知 認知を測定するために用いた尺度について， 1 因子構造を仮定した最尤推定法による確認
的因子分析を行った。その結果，適合度が基準を満たさなかった  (CFI=.847，RMSEA=.145，
                                                                
4 質問紙実験に先立ち，精神障害者に対する態度と関連が予測される個人特性についても 2 週にわたり回答を求




め，因子数を 2 に指定した上で最尤法とプロマックス回転による分析を行った (Table 1)。その結果，
第 1 因子には「明るい」「安全な」といった 6 項目が負荷し，親しみやすさを表す項目群であるため， 
「親しみやすさ」因子とした (α=.830)。第 2 因子には「迷惑でない」「こわくない」「きれいな」と
いった，一般的に不快に感じられない表現が含まれた 3 項目が負荷しており，「普通さ」因子とした 
(α=.787)。それぞれの因子に負荷する項目の平均値を算出し，尺度得点とした。それぞれ高得点で
あるほど，精神障害者に対して肯定的であることを表す。 
 感情 一般感情尺度について，安静感情と否定感情の 2 因子構造を仮定した最尤推定法による確
認的因子分析を実行した。その結果，十分な適合度が得られた (CFI=.911，RMSEA=.098，SRMR=.074)。








Table 2 に新聞記事の 3 条件のそれぞれについて，認知，感情，行動の平均値と標準偏差を示した。
条件間の比較を行うために，それぞれの尺度について，1 要因 3 水準の分散分析を行った (Table 2)。
その結果，親しみやすさ，安静感情，否定感情において条件 (記事) の主効果が有意であった。多









 認知から感情を経由して行動につながるパスについて検討するために，Corrigan & Shapiro (2010) 











最終的なモデルを Figure 3 に示した。Figure 3 から，歯科衛生記事 (統制条件) に比べ，回復記事を
読むと普通さの認知が高く，それが精神障害者に対する社会的距離を縮めること，歯科衛生記事に 
比べ制度記事を読んだ場合には，親しみやすさの認知が低く，さらに安静感情が低く，否定感情が





 本研究では， Corrigan & Shapiro (2010) の精神障害者に対する認知・感情・行動のモデルを基に，
どのような要因が偏見や差別行動へとつながるのかを検討することを目的とした。その際，Corrigan 
et al. (2013) で使用された，“精神科におけるリハビリプログラムにより，精神障害者が次第に回復
した記事”と“刑務所独房に収容されており，統合失調症を患っている囚人が神経衰弱になり自殺
した事件に基づき，刑務所の制度を見直しの検討を主張する記事”を用いた。また，統制条件とし
て，歯科衛生に関する記事を使用し，計 3 つの新聞記事で検討を行った。 
 Corrigan & Shapiro (2010) で示されたモデルに基づき，認知，感情，行動の影響過程について検討
するために，共分散構造分析を行った結果，Corrigan & Shapiro (2010) とは異なるモデルが得られた 
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 本論文は，広島大学教育学部に提出した平成 28 年度卒業論文をもとに執筆したものである。本研
究の一部は，日本教育心理学会第 58 回総会で報告した。 
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